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本手引きは、備前市小規模企業者事業継続促進事業補助金に係る経理処理及び実績報告時に提出していただく「経費支出の証拠書類」について、基本的事項を記載しています。

１．支払方法について
　支払の事実に関する客観性の担保のため、原則、支払は銀行振込としてください。　実績報告にあたっては、支払の事実を証明できる証憑（ひょう）類（銀行振込受領書等）を提出してください。特に現金による支払を行う場合には、支払の事実を証明する証憑類に加えて現金出納簿等の写しを提出してください。なお、現金による支払を行われている場合、その理由を確認させていただきます。クレジットカードによる支払は、原則不可とします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※金融機関に対する振込手数料は原則補助対象とはなりません。

２．証憑類の宛名について
経費支出の証拠書類の宛名は、本補助金の交付決定を受けた補助事業者名で統一してください。例えば、宛名が空欄の領収書をご提出いただいても、補助事業者宛に発行された領収書なのか確認できないため、補助対象外となります。

３．証拠書類の整理
補助金は、実績報告書とともに、経費支出の証拠書類が市に提出され、補助金の目的に沿って支出されているか確認された後、補助金額を確定した上で支払われます。提出書類に不備・不足等があった場合には、修正や追加の書類提出依頼を行います。速やかに対応できるよう、適切な経理処理の証拠となる書類を整理してください。（提出書類の不備・不足等で確認できない経費支出については、補助対象経費として認められないことになりますのでご留意ください。）　　　　　　　　　　※提出するものと同様の書類（原本）一式を補助事業の完了年度の終了後５年間保存していただ　　　き、市からの照会の際にはその書類を見ながら対応してください。
